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Summary
ThespatialplanninginJapanproposesthenewcity-regionfわrmation.Forpromotingmoresustainableandgood
balancedpatternofregionallanduse,itisrequiredtoconserveruralareasinagri-environmentalmethods.
Buturbansprawlandliberalizationofagriculturalmarketshaveacceleratedmarginalityofruralareasand
abundantofagriculturalactivities.Asetofecological,soci0-cconomicplanningsystemforruraldevelopmentmust
beprepared.
ThispaperintendstoanalyzetherTpARCO'StrategyrealizedinBassoFerrareselocatedontheEmilia-Romagna
RegioninItaly,whichhasbecomeless-favoredareabecauseoflong-termreclamationworks.
The'pARCO'.anewparksystem,promotesmanylocalprojectsfocusingontheenvironmentalregenerationin
devastatedruralareas.Italsoprganizeshorizontalnetworkbetweenlocalauthorities,NPOandsocio-economic
playersunderthesubsidiarityprinciplefわrbettermanagementofthenaturalandculturalheritageintheRegion.
Keywords:公園政策paz*system,集落協定 communL'tYagreement,条件不利地域 1esslavwedarea.
地域計画 Z.eglonalplanning
1.問題の所在
1-1.研究の背景と目的
｢多自然居住地域｣I)は､｢中小都市と中山間地域等
を含む農山漁村等の豊かな自然環境に恵まれた地域を､
21世紀の新たな生活様式を可能とする国土のフロンティ
アと位置づけるとともに､地域内外の連携を進め､都市
(1)
的なサービスとゆとりある居住環境､豊かな自然を併せ
て享受できる自立的な圏域｣の創造を提唱している｡こ
の概念では､大規模都市圏とは異なる居住環境が目指さ
れ､コンパクトで機能性に富む中小都市を充実させると
共に､都市的土地利用と農村的土地利用のバランスを図
る必要から､地域内における農村や自然を適正に保全す
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ることが求められる｡なかでも自然と人間生活の共生の
場である農村的土地利用の保全を通じた環境管理や文化
的多様性の保護は､地域発展の持続性を高め､居住環境
の質的な向上につながる｡
しかし現実には山間地域や中山間地域は経済的-な疲弊
や高齢化に直面しており､｢多自然居住地域｣の実現化
に向けては新 しい地域経営の視点が不可欠となってい
る｡地域経営では地域が有する多様な資源を地域づくり
に最大限に活かしてゆくことが求められるが､そのため
には､ 1)市街地､林地､農地､湖沼､河川等の地域総
体を計画対象としうる地域計画 (わが国では県レベルの
総合計画を想定できる)のあり方を再検討し､2)この
新しい地域計画が､農村的土地利用保全と地域経営の両
立問題を検討してゆくことが必要である｡
同様の文脈から､EU諸国が実施する地域計画が近年
大きく変化した点に注目する`ことができる｡｢都市こそ
が欧州経済の原動力｣ (l) というEUの施策は常に都市の
発展を促しているが､施策が都市再生に集中した80年代
への反省に立ち､自然環境や農村景観を含むより広域的
視点から一体的に管理する中で､地域の持続的発展の達
成が求められるようになった｡
EU領域全体の空間的バランスを対象 とするESDP
(EuropeanSpatialDevelopmentPerspective)(2)は､
1)均衡のとれた多極分散型の都市システムと､都市
と農村の新しい関係(abalancedandpolycentriccity
systemandanewurban･ruralpartnership)､ 2)基盤
施設 ･情報に対するアクセスの公平性の保証 (Securing
parityofaccesstoinfrastructureandknowledge)､3)
持続可能な発展､自然的 ･文化的遺産の管理と保護
(sustainabledevelopment,prudentmanagementand
protectionodnatureandculturalheritage)の3つを
基本的指針として提示 している2)｡当計画では､地域内
の自然 ･文化的資源を再評価 し､その保全や有効利用を
図ると同時に､地域の生産活動や産業システムを多様化
することで地域の自立を促す｡EUでは大都市圏を核と
する地域計画に一線を画し､中小都市連携による領域内
の空間形成を図っている｡
EU領域内の持続的発展を目的として､中小都市が多
極分散的に配置される空間構造を形成するために､広域
的な視点から要求される都市と農村の役割は相互補完的
であり､地域構成要素として環境的 ･文化的文脈から農
村空間を読み直す試みは､都市の発展と平行した動向と
なる｡すなわち農村的土地利用の保全は単に農村問題に
関わるだけでなく､国土の空間的な形成に関わる問題と
して地域計画の対象領域に位置づけることにその意義が
ある｡
EU諸国では農村的土地利用の保全と地域経営の両立
という問題に対し､公園政策を活用することで地域計画
を環境保全 ･再生型にシフトし､農村的土地利用保全を
図る手法が採用されている｡当該政策の展開から､この
10年間に州レベルの地方自治体が設立する公園数は激増
した (3)｡ ヨーロッパの自然公園は､農村的土地利用や
居住環境等､民有地を広く取 り込む概念として発展した
という経緯を持つことから､特別保護地区として管理さ
れる公有地だけでなく､民有地を対象とする広い地域保
全の概念に適応 している (4)｡わが国の自然公園法は､
｢普通地域｣を通じて農地を計画相象としうるが､土地
利用規制として機能するに留まり､地域づくりを目的と
してこれを事業計画の対象とすることは少ない｡こうし
たわが国の現状に対し､地域計画技術の一つとしてEU
で採用される公園は､条件不利地域や産業衰退地域等を
積極的に取 り込む形で設立され､ 1)文化的景観3)､世
界遺産､ラムサールサイト､MABの保全を含む地域の
環境管理､2)条件不利地域や産業衰退地域の地域経営､
3)土地利用規制および土地利用調整､に対する手法の
一つとして活用され､1)､2)､3)の融合により地域
政策に介入する｡
1-2.研究対象地域の選定と研究の仮説
本研究は､EUにおいて1997年～98年のヨーロッパ優
秀地域計画賞 (EuropeanUrbanandRegionalPlanning
Awards)に選ばれたイタリア､ポー ･デルタ地域の地
域計画を対象とする｡当該計画は公園計画を主軸として
おり､受賞理由は､ヨーロッパ最大級の湿地環境の保全
をテーマとして､環境管理を人間生活 (漁業､農業､観
光)との共生において実現したことに対する評価であり､
その過程で新しい地域経営の可能性を生み出した｡
ESDPが 目指す先進事例 として､イタリアのエ ミリ
ア ･ロマ一二ヤ州と並びオランダのランドシュタットが
取 り上げられる｡ .この2つの地域には次のような相違点
がある｡まず､国土計画により農相的土地利用が計画的
に保全されるオランダとは異なり､エミリア ･ロマ一二
ヤ州には条件不利地域が多く､このため土地利用転換が
進みやすく市街地近郊部や未利用地での開発が常に問題
となってきた｡土地所有形態においても､エミリア ･ロ
マ一二ヤ州は農地だけでなく林地や湿地が分散化した個
人所有であり､央際に干拓事業だけでなく､海岸線にお
ける石油イヒ学系多国籍企業の立地やリゾ一十開発などは
常に地域間題の温床となってきた｡特に研究対象地域は
70年代まで干拓事業の対象となり､自然的土地利用から
(2)
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農村的土地利用への大規模な転換が進められてきた｡し
かし80年代～90年代に策定された地域計画が総合的な土
地利用の見直しを図り､大規模な観光開発や農業生産量
の向上を核とする従来の地域計画を､湿地再生等を骨格
とする環境保全 ･再生型へと大きく変えた｡
本研究の仮説は､研究対象地域で実施される地域計画
がEU内で高い評価を受けた理由について､これが環境
保全 ･再生型へと転換したことに注目し､その中で使用
された計画技術が地域の環境管理や地域経営の多様化に
対し､有効性を持ったという点である｡EU成立に伴う
地域計画制度の変化および政策的背景についての分析は
別稿に譲り､本稿は上記の仮説に基づき､研究対象地域
が公園の地域計画的な利用を通じて､どのように環境管
理を実現し､地域経営の多様化を図ったかについて､自
治体が採用した計画を技術的視点から分析することで､
その有効性を明らかにすることを目的としている｡
自然的土地利用と農村的土地利用の多様性は地域生態
系の豊かさを示し､林地､里山､水田､湿地等､地域に
おける景観要素のすべてが本来､環境保全 ･再生型の地
域計画における研究対象となる｡本研究が湿地を干拓し
た条件不利地域を対象とする点については､典型事例と
して扱う以外の特定の意図はない｡しかし河口部の湿地
は都市近郊に位置し､常に開発の対象となってきた｡こ
のため生物多様性保護条約が採択された1992年以降は､
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最も喪失が著しい自然要素の一つとして世界各地で保護
が進められている｡EUにおける生物多様性保護プログ
ラムNatur早2000は地方政府が策定するすべての地域計
画の前提となっており､EU規則4)は土地利用計画を通
じたサイトの保護を定めている｡保護サイトを多く保有
するという理由から､農村的土地利用が厳しい規制の対
象となることは､今日的な動向である｡わが国において
も環境省が ｢新 ･生物多様性国家戦略｣を通じ､里地里
山､草地､農地の積極的な保護を打ち出し､その保護が
自然公園によって図られる事例5)や水田が広義の意味で
湿地に含まれることから､水田自体がラムサールサイト
として登録される事例もあり(5'､｢多自然居住地域｣の
創造において第1次産業を始.めとする生産活動や地域の
生活は､環境管理と深い関係を持つものとして認識され
る必要がある｡
2.研究対象地域における州立公園の設立経緯
2-1.研究対象地域の概要
本研究の対象地域が位置するエミリア･ロマ-ニヤ州
は､EUが推進する多極分散型空間構造の形成の核とな
る都市連携の先進事例として注目され6㌧ 州内に形成さ
れる産業地区をグローバル化に対応させることで輸出主一
導の地域的経済を組み立て､高い経済力を示している(6)0
エミリア･ロマ-ニヤ州は､トリノ､ミラノの大都市
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圏を中心に重工業で発展したピエモンテ州やロンパルデ
ィーア州と異なり､中小企業の集積地域として注目されl
る｡イタリアの中小企業比率は一般に高ぐ (7)ェミリ
ア ･ロマ-ニヤ州では中小企業数は全企業数の37.5%を
占め､これらは州内に産業地区を形成している｡
こうした産業地区の成立基盤は折半小作農制にあると
される｡この地域の農園は歴史的に共同居住を基盤とし
て管理されてきており､また農業と並行して家内工業を
行っていたことから工業用の施設や設備､共同住宅や道
路という固定資産が比較的早い時期に蓄積きれたoこの
点についてべリッチ一二は､｢わが国の特に北東部､中
央部の田園地域を､経済学者や社会学者が第3のイタリ
アと呼んでいる6より広い観点からすればこれは都市化
のプロセスの顕在化､すなわち 『都市ではないJが十分
に発達した地域の顕在化の結果である｡｣7) と分析し､
産業地区形成のプロセスがエミリア ･ロマ-ニヤ州にお
ける都市と農村の構造に大きく関連したことを指摘して
いる｡
0年代､70年代を通じ自然発生的に成長した産業地区
は､80年代には州の地域計画において推進され､1988年
に州が策畠したエミリア ･ロマ-ニヤ州の地域計画8'
は､ 多核 的都 市 圏 (ilSistemaMetropolitano
policentrico)の形成を痩唱している.｡この概念はヨ∵
ロツパ全域で60年代に発達した単核的大都市圏の衰退を
乗り越えるものとして設定され､大都市を作り出すこと
を目的とせず､経済活動､居住形態､人間生活の ｢集中
した分散｣(difusioneconcentrata)を図るとした.計
画による見通しでは､大都市圏システムにおいて最初は
農中する専門的産業も徐々にルーティン化することゼー
殻的サービス業へと変化するが､集中した分散構造を持
つ中小規模の都市集積ではイノヴェーションを繰り返す
柔軟性を保つことが可能であり､このため常に革新的な
産業地区を形成しうる高いポテンシャルが保持できると
している｡
1988年の地域計画に基づき､ボローニヤ大学等教育機
関は企業活動で即時実践可能な技術研究や開発を進め､
地方銀行は起業を志す青年層に積極的な融資を行った｡
そのため既存の産業地区と適切な距離にあり固定資産税
の低い農村部に小さな企業が数多く誕生し､事業が成功
した後にも企業家は農業活動を放棄せず､小規模農業を
パートタイムや週末の仕事として継続することでその場
所を住宅もしくは事務所､あるいは工房とした｡こうし
た状態からエミリア･ロマ一二ヤ州における都市と農村
の一体化現象 (courbanisation)では､都市スプロール
によって農村的土地利用が都市的土地利用へと変化した
だけでなく､都市と農村集落が網目状のネットワークを
形成し､インドヴイーナ (F.Indovina)によって分散的
都市化 (cittadifusa)と呼ばれる地域構造をつくった｡
エミリア ･ロマ一二ヤ州における分散的都市化は大都市
圏と農村との完全な禿離を生まず､中小都市とその周辺
農村によって形成される人的､物的ネットワークの条件
をつくりあげたと分析され､これはエミリア ･ロマ-ニ
ヤ州における地域構造の特徴となった9) (p.Bianchi)0
地域の産業構造を基盤として都市と農村の連携が作り
出したエミリア･ロマ-ニヤ州の他地域とは異なり､研
究対象となるフェラーラ低湿地帯 (BassoFerrarese)
はボローニヤ､フェラーラ､ラヴェンナ各市街地から約
50km～70km圏内に点在するベッラ (Berra)､コデイゴ
I
秦-1 フェラーラ低湿地帯の産業構成
経済活動 フエラーラ催湿地帯 フエラーラ県 エミリア.ロマ一二ヤ州
捷営体数 % 県における割合 経営体数 % 州における割合 経営体数 %
農業 309 5.3 29.2 1,060 4.1 14.6 7.249 2.3
商業 2.634 45.5 23.1 ll,426 44.2 8.9 127,838 40.7
金融業 5 7.9 21.3 2.148 8.3 7 30.716 9.8
建設業 684 ll.8 26.6 2,569 9.9 7.4 34,269 ll
エネルギ一叢 5 0.1 17.2 29 0.1 10.5 276 0.1
鉱物､化学産業 56 1.0 26.2 214 0.8 5.8 3,686 1.2
サービス業 447 7.7 22.6 1,974 7.6 8.6 23.033 7.3
鉄鋼業 258 4.5 13.7 1,878 7.3 7.3 25.587 8.2
繊維 .食品.木工業 479. 8.3 22.2 2,159 8.3 6.1 35,269 ll.2
運送業 455 7.9 18.8 2,425 9.4 9.4 25,753 8.2
※Ervet(1994)よLJ作成
(4)
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一口 (Codigoro)､コマッキオ (Comacchio)､ラーゴサ
ント (Lagosanto)､メ-ゾラ (Mesola)､オステツラー
ト (Ostelato)､ゴーロ (Goro)の7つの市町村 (人口
65,582人､面積845km2)を指し (図-1)､そのすべて
が条件不利地域の干拓農地である｡県全体に対し農業と
建設業の比率が高く (義-1)､失業率が20%以上､所
得が州平均の750/o以下という状態が続いていやことから
EU構造基金によるObjective210)に指定される｡
フェラーラ低湿地帯は1870年～1970年の約100年間に
農村地域となった.1800年代初頭の地図にはフェラーラ
低湿地帯は存在せず､湿地に浮ぶいくつかの町が描かれ
ている (図-2)｡干拓事業の大規模化は1800年代半ば
の土地投機に始 まり､1871年には'FerraraLand
ReclamationCompanyLimited"が設立された 8`)｡イギ
リスとイタリア資本によって19世紀の終 りまでに10万
ha以上の干拓事業が実施ざれ､フェラーラ低湿地帯の
ラーゴサント以北の農地はこの時期に形成された｡第2
次世界大戦中には食料増産計画として大規模な干拓事業
がイタリア各地で行われた｡そのほとんどが南部イタリ
アを対象としたものであったが､フェラーラ低湿地帯で
はトレッバ湿地約 5万haが干拓されることで､コマッ
キオ市街地が湿地の町から農村集落と変わった｡戦後は
失業対策としてメッザ-ノ湿地約2万haが干拓された
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が､この際オステツラート南部､コマッキオ西部が新た
に農地となり､現状のフェラーラ低湿地帯農村部が完成
した｡
100年あまりの融 こ20万ha近い湿地が干拓されたこと
で､地域の自然的 ･文化的環境は大きく変化した｡フェ
ラーラ低湿地帯の新しい干拓地については､農業研究所
(IstitutoSperimentaleAgronomico)の調査から､1)
泥炭の酸化による埠盤沈下 (干拓以前+0.5--1.5mが干
拓後-1～･3.5mへと変化)､2)土壌の強い塩分濃度､3)
土壌pHの低下､の問題が明らかとなり､これらの土壌
条件が干拓地での農業活動を限定的なものとした｡コマ
ッキオ汽水湖に近い干拓地では小麦の生産量は通常農地
と比較して約30-40%低く､干拓後の1977年から1983年
にかけてトウモロコシや大麦等粗放型農業へと活動内容
を移行したが､結果的には多くの不良農地が耕作地放棄
に追い込まれた (図-3.･4) 0
フェラーラ低湿地帯が接する海岸部にはイタリア最大
の汽永湖であるコマッキオ汽水湖やラベンナ干潟､ベル
トウッツイ湿地などが点在し､豊かな自然が広がってい
る｡エミリア ･ロマ一二ヤ州が地域の持続的な発展を目
指すなら､分散的都市の後背地に広がる自然環境として､
フェラーラ低湿地帯において､積極的な環境保全を進め
る必要がある｡しかし農村部の衰退状態からこれを実行
? ??
図-2 ポー川河口部の低湿地帯
※CARTADELBASSOPO(.PROGETOSPERIMENTALECEE-MEDSPAPERILRIPRISTINODJCOMPLESSITA'BIOLOGICHEINAREEBONIFICATEDEL
M【ヱZANO`収録)より作成
(5)
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図-3 農業的土地利用 (1977/78) 図-4 農業的土地利用 (1982/83)
※阿-3･4とも､(･MONITORAGGJOAMBtENTALENELL●AREADELLEVALuD暮COMACCHJO:QUALITA.DELEACQUE.lDROBIOLOGIAMODELLISTtCAIDRAULICA'収緋)
より作成
するためには地域経営との両立を検討する必要があった｡
2-2.フェラーラ低湿地帯 ｢多目的公園｣計画
80年代にはヨーロッパ内の空間的な再編が進み､都市
間競争が激化した｡ChannelTunnelの完成によりイギ
リス､ベルギー､オランダがゴールデントライアングル
を形成し､ヨーロッパ北西部の国境を越えた経済活動が
活発化することでいわゆる ｢ブルー ･バナナ｣と呼ばれ
る経済的な先進地域が形成された｡その一方で産業的オ
ールドコアの衰退､寒冷草地や山岳地域等条件不利地域､
農業への依存度が高いスペインやイタリア南部等地中海
地域の経済的衰退が鮮明となり地域間格差が広がった｡
エミリア･ロマ-ニヤ州は ｢ブルー ･バナナ｣の南端に
位置したことから産業地区の輸出が伸びて経済的に飛躍
したのに対し､アベニン山脈山岳部やフェラーラ低湿地
帯では農業補助金に依存する地域経営が継続し､州内格
差が拡大した｡
イタリアでは1970年に州制度が誕生し､地域計画策定
は州政府の自治事務となった｡地方政府による直接的な
地域管理が制度上可能となったことで､各州は地域間喝
の解決に乗り出し､ピェモンテ州､ロンパルディーア州､
エミリア･ロマ-ニヤ州､トスカ-ナ州はいち早く州の
地域計画を策定したが､70年代後半から大蔵省事業とし
て実施されていた地域問題解決のための特別計画､プロ
ジェクト80(Progetto80)が同時に州政府によって引
き継がれた｡
(6)
｢多目的公園｣計画は､.エミリア ･ロマ一二ヤ州が中
央政府から引き継いだプロジェク ト80事業での継続的な
検討によって地域計画策定と並行して提案されたもので
ある｡ チェルヴェラ-ティ (P.LCervelati)を中心に､
州政府専門家､フェラーラ県の専門家が計画策定に参加
した｡
当時の計画書11'によれば､｢多目的公園｣が云う ｢公
園｣は ｢地域の快適なサロンを意味し｣､｢これを通じ地
域環境をより発展した形で未来世代に伝え｣､また ｢公
園において 『学習一博物 (美術)館一社会』という複合
的なシステムを作り出すこと｣により ｢公園｣は ｢多目
的｣な空間であることを目指すとしている｡｢多目的公
園｣の設立目的は､フェラーラ低湿地帯において ｢工業
化による地域発展モデルのオルターナテイヴを推奨する
ことであり｣､それは ｢自然環境や地域の文化財を再評
価､有効利用する｣という原理に基づいて計画されたこ
とから､当該計画ではおよそ100年で形成されたフェラ
ーラ低湿地帯農村部全域で湿地環境の再生を図るという
案が提出された (図-5)｡湿地環境については1972年
のラムサール条約締結以前からIUCN やIWRBなど世界
規模のNGOが保護活動を進めており､フェラーラ低湿
地帯においてもイタリア最大のNGOの一つであるイタ
リア･ノストラがポー川河口部の湿地の保護を提案して
いたことが計画の背景にある｡
エミリア ･ロマ一二ヤ州の地域構造からするとフェラ
ーラ低湿地帯は新しい農村であり､産業や都市との空間
井上 :地域の持続的発展におけるパルコ政策の可能性
的 ･構造的な連携が弱いという問題を抱えている｡この
ためフェラーラ低湿地帯を湿地環境として再評価し､フ
ェラーラやラヴェンナという文化都市との関係を深める
ことで観光産業を軸とした新しい地域づくりを提唱した
のが ｢多目的公園｣計画である｡
100年間に及ぶ干拓事業をすべて否定する地域計画に
農業従事者からの強い反発があっ'たが､地域計画図に見
られるポー川河口部水域全体の再生計画は､実現の可能
性とは無関係に､基礎自治体や地域住民に対し非常に強
いインパクトを与えた｡特にコマッキオ汽水湖周辺の湿
地は干拓されてから20年あまりしか経っておらず､国土
計画によって推進された干拓事業は地域の意志とは異な
るものであったため､従来の景観を再生することに対す
る地域の要望を高めた｡しかしこの時点では環境管理や
地域経営の主体となる地域住民の意志を反映させる計画
的な展開は見られず､あくまでも地域計画が土地利用の
転換を実施することで､現状の打開が図られた｡
2-3∴ポー･デルタ州立公園 (パルコ)の設立
ポー ･デルタ州立公園は､1988年にポー川河口部の湿
地を対象として設立された｡公園計画面積は約15万ha､
図-5 7ェラーラ湿地帯多目的公園計画
洋PianodI&Setoter佃oriaJe1989-1990('lparcodeldelt&'PierLuigiCerver&ti収
鶴)より作成
(7)
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現状で約6万haが公園地域に指定されている (図一6)0
公園管理協会は指定地域の基礎自治体によって構成さ
れる一部事務組合と､公園相談会 (職人企業､農業 ･漁
業従事者等､産業団体の代表)､科学技術委員会による
連携組織である｡ 公園管理協会は公園地域計画 (piano
territorialedelparco)および個別の事業計画を策定し､
協会自体が事業主体となる場合と農業協同組合やNPO
と連携して事業主体となる場合がある｡1997年の分権法
以降は､公園に関連する地域計画､事業計画､事業実施
に関する権限が県から公園管理協会(=委譲され､公園地
域計画は広域計画として県による調整計画と同等の実効
性を持つことになった｡ ●
公園地域計画は地種区分において､保護地区 (A,B.C)
とプレ･パルコに分類される｡ Aゾーンは､総合的保護
地区であり､科学的調査以外のアクセスが禁止されてい
る｡Bゾーンは一般的保護地区と呼ばれ､土壌 ･地層 ･
水系 ･動植物相が保護され､集約的な第一次産業活動､
建造物め新築 ･拡大は禁止される｡ Cゾーンは環境保護
地区と呼ばれており､集約的でない産業活動､公園成立
主旨に見合う建造物の新築および改築が許可される｡プ
レ･パルコは一般地域から保護地区へのアクセスを段階
図-6 ポー･エルタ州立公園
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的に抑制するバッファゾーンであり､居住地域､農林業
を含有する点､その多くが民有地である点からわが国の
自然公園法における▲普通地域に極めて近い｡ポー ･デル
タ州立公園の場合､プレ･パルコのほとんどは農地であ
る｡
プレ･パルコは公園地域計画による土地利用規制の対
象ではないが､公園設立主旨に見合う産業活動を実施す
ることが義務付けられており､このため土地所有者と公
園管理協会との間で､農業活動を始めとするあらゆる土
地利用に関して協議が持たれ､合意形成のプロセスが踏
まれる｡
公園地域計画は都市計画に介入できないが､都市近郊
部を含め自然的土地利用だけでなく農村的土地利用に対
する土地利用規制として機能する｡公園保護地区内およ
びプレ･パルコ内の農地は繊細な自然条件下にあるが､
これは農業活動に対し不利な条件である｡ このため自然
環境保全の目的で農地に厳しい土地利用規制を課す場合
には耕作放棄が発生する可能性があり､よって公園地域
計画は､これらの農地をプレ･パルコに含むことで保全
対象とすると共に､農地および未利用地での計画的な土
地利用転換を図り､環境保全 ･再生型事業の開発を促し
ている｡
3.環境保全 ･再生型地域計画による
環境基盤整備と地域経営的事業の展開
3-1■.パルコ政策
｢多目的公園｣計画の理念は､1988年にポー川河口部
がポー ･デルタ州立公園と･して設立することによりその
一部が実現された｡州立公園 ･自然保護地区法は､州立
公園を ｢統一的な有機体として機能している地域系｣ (9'
と定義することで､自然や景観の保護を目的とするいわ
ゆる公園とは一線を画すものと位置づけた｡保護地区の
ほとんどは公有地であるが (10)､プレ･パルコに含まれ
る農地､林地､汽水湖の一部･(コマッキオ汽水湖の一部､▼
ベJLトウツツイ湿地は漁業協同組合の所有)は私有財で
ある｡ このため公園地域計画は､土地利用規制によって
環境管理を実施する必翠があり､同時に私有地では､土
地所有者による環境管理が課題となる｡
1988年の地域計画はポー ･デルタ州立公園について､
｢フェラーラ低湿地帯､アドリア海､ロンパルディーア
州､ヴェネト州という広域的な視点からポー ･デルタ州
立公園を見るとその役割がより明確になる｡｣｢公園を単
に地域のミクロな発展の次元から捉える場合にはその戦
略は限られたものになってしまう｡むしろ公園政策によ
ってポー川流域の環境を再生し､フェラーラ■とラヴェン
(8)
写真- 1
0 1
Medspa計画により農地にて再生された湿地
a-サービス施軟
く管理事務所･レストラン讐)
b-プー ル
C-水生植物叫
d-釣tJ壌 I
e一動物保雄区
f一義轍壌
2
1-キャンプ壌
2-鹿の生息域
3-自然徴集施毅
4-生物厳正保護エリア
5-航行用水路
6-細覆水蕗
7-天体観測施毅
図-7 オステッラート湿地公園
※オスチッラートガイドブック (GUJDAVdlidOstelato)よLJ作成
ナ両都市の文化的なイニシアティブに基づいて環境的側
面からこの地域を広域的な観光サイクルの中に入れ込む
ことが必要であり､その中でフェラーラ低湿地帯の経済
的な再生が図られる必要がある｡｣とし､フェラーラ低
湿地帯における公園政策が､地域経営を含む環境保全 ･
再生型の地域計画として認識されていたことを示唆して
いる｡
｢多目的公園｣計画と比較してポー ･デルタ州立公園
はEU成立の影響を強く受けている｡ミラノ (ロンパル
ディーア州)からリミニまでポー ･デルタというEU内
｢地域｣を､産業都市､文化都市､農村､あるいは山岳
や湿地といった多様な要素に分類し､その中でフェラー
ラ低湿地帯を位置づけているからである｡こうした計画
的視点は広域的であると同時に極めて地域的であり､湿
地環境や干拓農地に対しても社会 ･経済的役割を持たせ
ている｡
またイタリアでは1990年に新地方自治法が制定され､
以前は中央政府の出先機関として機能していたプロヴイ
井上 :地域の持続的発展におけるパルコ政策の可能性
ンチャ (県)が､自治体と位置づけられることで､州と
市町村の中間的存在として､県レベルの地域計画 (県に
よる広域調整計画)の策定権限を持った｡先に述べたよ■
うに1997年の分権法により県と公園管理協会の権限が拡
大したため､県による広域調整計画と公園地域計画は連
携してフェラーラ低湿地帯の地域間題に取り組むことが
可能となった｡
初期の段階では､フェラーラ県は州政府を通じてEU
構造基金､直接支払制度､EEC補助プログラムを個別
的に利用し､実験的な湿地再生事業を地域経営に結びつ∫
ける努力をしていたが､1997年以降は県がこれらの資金
を直接活用することができるようになった｡またEU委
貞会は地域政策の決定権限を地方政府にゆだねる
subsidiarityの原則を推進したため､エミリア ･ロマ-
ニヤ州では地方政府が策定する地域計画に基づき､EU
構造基金､直接支払制度､EUプログラムを総合政策と
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して活用することが可能となった｡ポー ･デルタ州立公
園では､地方自治体､公園管理協会､NPO､農業経営
体等､多様な主体がこれらの資金を利用し､公園隣接部
や普通地域内の農地､未利用地において環境保全 ･再生
事業を展開し､地域経営への具体的な取り組みを実施し
た｡次にヒヤリング(l)を元に､そのいくつかについて
検討する｡
3-2.地方自治体による湿地再生実験と地域経営の多様化
(1)Medspa計画 (Mediterranean■SpacigProgramme
ofAction).
農地における最初の嘩地再生実琴は､メlッザ-ノ干拓
農地の･うち約40haを湿地.に戻すMedspa計画 (1992年)
であり､J事業主体をフェラ.-ラ県として､事業資金 1`2'
の50%を県が､50%がEU補助 (地中海のための特別プ
ログラム)が負担するという形で開始された｡計画実施
;三重二3MARTINELLAの湿地再生■豪 Ⅰ- 水路改鯵事業
Eニ卓二jオステツラート湿地公園 Ⅱ● 湿地再生 ･船着き場建毅事業
琵卓二jMedspa什番地 Ⅱ● 再湿地化事業
0 1
図-8 メッザ-ノ干拓地における湿地再生事業
※SISTEMAAMBJENTAtEDELLEVALETTEPERJFERICHEDELMEZZAN_0_(+LEVALllDFLM.EZZANO'_JtZ鱒)よtJ作成
(9)
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写真-2 コマッキオ市街地
に際してフェラーラ県は､メッザ-ノ干拓地内のソルジ
ェ-ヴァ (Sorgeva)農業協同組合から土地を借り受け､
20haで湿地回復実験を､残りの20haで淡水魚の養殖と
水質浄化実験を実施した (写真-1)0
ここで行われる湿地回復実験は､環境整備事業の基礎
データ収集を日的とし､ポー川､レ-ノ川､アドリア海
の富栄養化問題の緩和のため抽水植物による水質浄化効
果等､湿地q)機能面の再生ならびに干拓農地維持にかか
るエネルギーコスト (ポンプアップの費用等)の削減を
検討したものである｡
地域経営の側面から､メッザ-ノ干拓農地における単
一農業の代替案として淡水魚の養殖が実験に取り入れら
れたが､そめ理由は研究対象地域がかつて汽水域漁業の
中心地であったこと､また地域アンケートの結果レクリ
エーションとしての釣りの要求が多かったことから､農
家の経営に貢献する可能性があると考えられたからであ
る｡
(2)オステツラート湿地公園 (Oasidiostelato)
Medspaの実験と並行しながら､Medspaにおいて収
集された湿地再生と淡水魚養殖､運営コストに関するデ
∵タを利用し､オステツラート市メツザ-ノ干拓地北部
の総面積300haにおいて湿地再生計画が事業化された
(図-7)｡本計画は当初県の事業として開始されたが､
後に管理運営はソルジェ-ヴァ農業協同組合に移管されヽ
た｡
湿地公園内では釣り (約250円/1回)､サイクリング
(約150円/1時間)､乗馬 (約250円/時間)､レス トラ
ンや トラットリア､農家民宿 (約15,000再/2日)が準
備され､地域住民を対象とした湿地一農村型観光拠点形
成が目指されている｡
レストランでは､地域の農作物を活用した料理法につ
いて学習会や会食会が企画され､農村型観光経営の希望ヽ
者が参加している｡建物は農家建造物の再利用であるが､
ヽ
秦-2 環境保全 ･再生型の公共事業
年 度 事業主体 事業内8 .事業予算(単位100万リラ)
1995* フエラーラ県 .公園管理協会 カネヴイ工 .ボルティチ-ノビオ トー プ散策路整傭事業 299.5
1995年 メ-ゾラ市 積載整備による景観修復事業 1.000
1995年 コマツキオ市 コマツキオ汽水湖内の建造物､洲､散策路の整傭事業 400
1996年 ベツラ市 農村型観光における農寮民宿の整傭事業 600
1996年 コマツキオ市 コマツキオ汽水湖周辺散策路整傭事業 830
1997年 オステツラート市 バンド.レプリ湿地における水性ハビタットの創造事業 168
1997年 コデイゴー口市 ボンボーず､ヴオラーノ間散策路整傭事業 298
1997年 コデイゴー口市 ボンボーザ僻遭院環境整備事業 580
1997年 フエラ-ラ県 カネヴイ工 .ボルティチ-ノビオ トー プ散策路改善事業 210
1997年 フエラーラ県 ボルティチ-ノ建造物鯵復事業 300
1997年 コマツキオ市 .フエラーラ県 レプリ湿地の建造物鯵復事業 168
1998年 ベツラ市 観光遊歩遭整備事業 240
1998年 公園曹理協会 ベロツキオ湿地における′{.i-ドウオッチング施設整備事業 238
※戸rogettodivalorizajoneATnbientaJenelDoJtaFerrareseよtJ作成
(10)
井上 :地域の持続的発展におけるパルコ政策の可能性
料理内容は､ヌオーヴァ･クッチ-ナ (新料理)ゐ代表
的なシェフと契約するなど､都市部と同様の質を保証し
ながら湿地環境独自の食文化を提供し､これを地域文化
の一つ･tして観光客にアピールしている｡ 農家民宿のサ
ービスおよび経営については､講習受講と資格取得が必
要である｡､
農園内に再生され､釣りやバードウオッ チ ングに利用
される淡水湿地は､水質浄化にも活用されている｡メッ
ザ-ノ干拓地循環水路周辺では総合的な湿地再生事業が
進められており (図上8)､フェラーラ県はこの事業によ
って､干拓農地の水質浄化システム (fitolagunaggio)を
形成すると同時に､再生される湿地景観やビオ トー プを
農村型観光に活用している｡
(3)オープン農園 (FattorieAperfe) ･教育農園
(FattorieDidattiche)･公園の日 (GiornatadeiParchi)
農業経営体が単独で農村型観光を実施するだけでな
く､フェラーラ低湿地帯自体を農村型観光､エコ･ツー
リズム､環境教育の拠点とする目的で､公園管理協会は
農業経営体およびNPO と共同で､観光産業に関する総
合的なシステムづくりを行っている｡
この事業ではフェラーラ低湿地帯に地域散策コースを
設定し､コース内の各農業経営体が観光､教育の目的でt
一般訪問者を受け入れている｡農業従事者は､季節作物
や農業活動を通じた環境管理について説明を求められ
る｡農園や農業にちいて環境的側面から説明を行う必要
性から農業従事者自体が農業の多面的機能について学ぶ
ことになる｡このようにして､この事業は生産者 ･消費
者の双方に対する環境教育としても機能している｡
また公園管理協会は農業経営体と共同で ｢公園の日｣
を定め､地域の歴史や湿地と人間生活の関係に関するセ
ミナー､展示会､バードウオッチングなどの事業を実施
する｡これらの取り組みの中で農業経営体は直接販売を
行うが､厳密な環境保全型農業の規定に基づいた農業生
産品に対してはEUによる原産地保証(13トが与えられ､商
品として付加価値を獲得できる仕組みがある｡公園管理
協会は､EUの原産地保証の制度を一歩進め､ポー ･デ
ルタ州立公園内の自然､農生産工程､観光産業等の環境
およびサービス内容 (ホテルやレストラン)に対し品資
保証制度 (ISO,EMAS)の適用を実施し､これによっ
て達成される公園環境の全体的な向上は､農生産品の価
値を高め､生産品販売に有利となる｡
(4)コマッキオ市街地周辺における湿地再生事業
ポー ･デルタ州立公園内に含まれるコマッキオ市街地
(写真-2)は､衰退する農村部の中心的な町としてフェ
ラーラ低湿地帯の地域づくりの上で重要な役割を持って
(ll)
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いる｡ 公園管理協会とコマッキオ市はコマッキオ市街地
周辺のプレTパルコ内農地において､Ⅰ)ナビガービレ
水路およびコマッキオ市街地内水路の改修事業､Ⅱ)ナ
ビガービレ水路に面する農地の湿地再隼と船着き場建設
事業､Ⅲ)コマッキオ市街地周辺の景由整備を目的とす
る湿地再生､等の事業計画を進めている (図-8)0
コマッキオ市街地はコマッキオ汽水湖の影響を受けて
農生産性が低く､一方地域景観の側面からは重要な保護
地区となっている｡この区域の農地をプレ･パルコに指
定し､観光産業を行う目的で､環境保全 ･再生型の基盤
整備を都市事業と連動して進め､市街地と近郊農地の空
間的な相互関係を強化することにより地域経営の効率性
を高めている｡
(5)その他の公共事業
表-2に､フェラーラ低湿地帯において1999年までに
終了した上記以外の環境保全 ･再生型の公共事業をまと
める｡
3-3.環境基盤整備における直接支払制度の活用と
集落協定の役割
フェラーラ低湿地帯において直接支払制度は､地域の
環境管理と嘩地再生に広く活用されている｡たとえばフ
ェラーラ低湿地帯の南東部からラベンナ市に位置するラ
モ丁ネ農業協同組合 (COOP.BONIFICALAMONE)
の場合､所有農地のほとんどが干拓地であり､塩分濃度
が高く一生産不良から補助金に依存する農業経営が続いて
いた (売り上げ約5億5千リラの約40%が補助金による収
入)｡農家経営を多角化する目的でオステツラートの湿
地公園を見学 した後､.EU共通農業政策の補完政策
秦-3 直接支払制度の補償要件
環境保全型農業 ･粗放的農業
･農閑期における農用地の穐我
土壌管理
環境低負荷型農業 ･果物栽培における他社直裁
自然空間の保護 ･環境に配慮した仔牛､肉牛の畜産
生物多様性の保護 ･環境讐理計画の策定
景観保全 ･粗放的な草地の維持
･自然的.農業的景観の維持
･自然環境保全を目的とする20年間の休耕
･生物多様性保護
農用地における楕林 ･森林の創造
･生産を目的とする樹木栽培
･エロージョン防止および不安定な傾斜の
保雄を目的とする低木積載
･環境保護を目的とした並木､小森林､防風
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2078/92､2080/92(EEC)(1999年以降EU規則1257/99)
の適用を受けて農地における湿地の再生を開始し､全耕
地面積350haの約10%を補償対象とした｡一般にイタリ
アの農村型観光はわが国のファームインのように観光客
を既存の農家に宿泊させるといったものではなく､長期
滞在に耐えうる質の高い宿泊施設やレス トラン完備を必
要とする｡したがってこのケースでは､農業従事者は経
営規模や農業経営の状態からオステツラー ト湿地公園の
ような大型の農村型観光を目指すことは難しく､宿泊施
設やレス トランを必要としない トウリズモ ･ロカーレ
(turismo locale)と呼ばれる地域需要対応の観光を目
指し､最終的には全面的な経営転換を図ることを希望し
ている占小規模農業協同組合の場合､経営上の不安定感
をぬぐいさることが難しく､経営多角化に向けた初期経
費として直接支払制度を活用することで農園内の環境基
盤整備を図るケースが多い (14)0
1999年におけるEU共通農業疎策の改正により､EU規
則1257/99は農村地域発展計画の策定を地方政府に義務
づけているが､エミリア ･ロマ-ニヤ州はその中で､環
境保全型農業施策 (Misureagro-ambientaliperla
difusionedisistemidiproduzioneabassoimpattoI
ambientaleeconservazionedeglispazinatur;此 tutela
delabiodiversita curadelpaesaggio)を開始し､農業
活動を通じた計画的な環境管理を推進している｡･これに
ょって公園管理協会､農業経営体､干拓地管理協会が集
落協定を結んで環境管理を図り､環境保全型農業の実施
において失われる所得 (15'を直接支払制度を通じて補填
する｡
集落協定では､具体的な管理内容 (湿地､湿性草原､
潅木地､林地､生け垣等)､管理面積､管理手段につい
て取 り決めを交わし､公園管理協会は集落協定にしたが
って自然環境保全事業や自然再生事業を実施する｡農業
表-4 Wetlandsのパイロッ ト事業に対するヒアリング調査結果
･事業主体の条件 農業協同組合の場合 個人農業従事者の場合
パイ｡.ツト義革鼻輪地面穐 10ha 約2ha
位聾 ラヴエンナ市,マンドリオ-ネ湿地の北部 ゴー口市,ボー川河口部湿地内農地
自由兵藤 プンテ .アルベレ-テ干潟,′{ルTl-ツ口湿原に捷する農地 ボー川ヴオラーノ支流の砂洲および沼地に近接する農地
_その他の条件 砂賞土壌/淡水域/海抜0-0.2m/タマネギ栽培地 抄賞土壌/汽水域/九枚0.2-0.4m/トウモロコシ桝 地
･土地所有 ラヴエンナ市-サン.アルベルト.工.メツザ-ノ農業協同組合への貸付地 個人
公由による:i地利用 州立公園普通地域 (プレ.′{ルコ) 州立公園特別保護地域 (特別保護地区ゾ-ンBであLJ､土地利用
義_#活動の軽牽規模 2,700ha/2500会員 2.5ha/個人
専業生産由の輝難.;麦,大豆,砂糖大根,ブドウ,もも,リンゴ 干拓当時はブドウ栽培を行っていたが,農地の土壌条件から継続が難しく,ここ数年はトウモロコシ栽培をおこなっていた.
経営嘩*p 直接補償への依存が大きい.年間売上は約20億リラである机 場合によっては所有地を市却によって経営を建てdlさねばならない時がある. 父は年金生活.土地所有者は会社員であり現在,農地からの収入 副次的収入となっている.
･プロジエク十への 2,700haに及ぶ農地の多目的利用と多角経営なしには協同組合の継続は難しいため､公園管理協会からのオファーで夷輪の夷漣を決定した. 農業生産は見込めないので農地を観光等の目的で活用し,都市に鱒卓に行くのではなく,地元で鱒きたいと考えていた.直接
プロジ工.?.トへの鯵加*:i 事業計画策定.施工.湿原回復過程の維持曽理. 事業計画策定.実験のモニタリング.
環境独膏のセミナーなどを企画し,パイロット雷叢をきっかけ 実施し､観光事業等農業軽営の多角化に挑戦したいと考えてい
として積極的に坤光産業に華人することを決定した. る.
一度干拓した土地を湿原に戻すという計画を理解するのは難し 周辺も同株の条件の雷神農寮なので,パイロット事業に対L,/輿
い.組合内での牧神に苦労した. 味を持っている.
最初は組合として公園政策に対し反対であった.夷陳に湿地の 農地が公園特別保護地区の中にあることから､公園管理協会の
再生が経済的な効果をもたらしていることから組合内を説得す 専門家には色々な相鼓をするようf羊なった.土地利用規制が非
評価 ることが比較的容易になったが､特に高齢の土地所有者を説得 常に厳しいことから､現美的に公園曹理協会と.の連携がなけれ
するには現状でも時間が必要である. ば､補助金に依存するだけになってしまう.
(12)
井上 :地域の持続的発展におけるパルコ政策の可能性
従事者は集落協定に基づいて環境管理計画を策定する
が､環境管理計画は農地に関する地区レベルの詳細な土
地利用計画となる｡
補償要件の内容 (衣-3)以外に地域景観計画による
景観保護地域 (16)､79/49(EEC)､92/43(EEC.)(17)が
定める､特別保護地区､共同体保護地区が土地利用上の
保護対象となると共に､生物多様性保護の観点から農業
活動による湿地､湿性草原､潅木甲保全と再生を図る必
要があり､農業従事者が策定する環境管理計画は､地域
の環境管理において重要な役割を担っている｡
直接支払制度を活用した環境基盤整備の手法は公園外
の環境管理に影響を与えた｡また農村地域発展計画は､
環境保全型農業実施による補償以外にも条件不利地域に
対する補助を準備しており､ 直接支払制度を活用した
農業経営体の小規模な事業展開は､フェラーラ低湿地帯
に継続的な変化をもたらしていると考えられる｡
3-4.EUコミュニティ･イニシアテイヴを活用した
ボトム ･アップ手法による事業展開と
環境管理主体 ･地域経営主体の形成
(1)Wetlandsプロジェクト (InterregIIc)
EUの構 造 基 金 は､ 公 的 介 入 の ｢地 域 化 ｣
(territorialisationofpublicintervention)を進めるため､
地方政府､地方公共団体､NPO等が策定する地域計画
を通じた財政支援を行うが､構造基金の注入下でさらに
集中的な公的介入が必要と判断される地域間題に対して
は､コミュニティ･イニシアテイヴが準備されている(18)0
WetlandsはEUのコミュニティ ･イニシアティブ､
InterregIc(19'､Hprudentmanagementanddevelopment
ofnaturalandculturalheritage"の一つとしてCADES
(Central,Adriatic,DAnubianandSouth-Eastern
Space)を対象に､1998年～2000年に実施された｡本計
画は湿地環境の管理に対し､広域的視点からは自治体間
の情報交換あるいは共同研究を､地域的視点からは地域
における環境管理主体の形成を目的として設定してい
る｡
エミリア･ロマ一二ヤ州は､プロジェクトのローカル
メンバーとして公園管理協会､農業協同組合､個人農業
従事者を選定し､パイロット事業の策定を委託するとと
もにそれらをパイロット事業の事業主体に位置づけた｡
パイロット事業における検討内容を､1)干拓農地にお
ける湿性草原の再生実験と農業活動による湿地の管理､
2)農村型観光やエコ･ツーリズム経営等､.条件不利地
域における地域経営の多角化の検討､と決定し､1)の
目的により農地内での湿地再生実験を実施､2)の目的
(13)
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で事業主体独自の地域経営的取り組みを検討した｡
公園管理協会､科学技術委員会と農業協同組合は協議
によりパイロット事業を策定したが､計画策定､事業実
施過程において公園管理協会､地元NPO､基礎自治体
はそれぞれ環境管理とワイズユースの手法への検討を深
め､連携して環境管理に不可欠な新しいネットワークを
形成したく20)｡
事業主体に対するヒヤリング調査 (義-4)から､干
拓直後に入植した農業従事者は､湿地七農業活動との共′
生に好して経験的なノウ入りを持ち､これが湿地管理に
有効であることが理解できる｡ 農業協同組合では自然環
境関係の専門官を雇用し､公園管理協会や環境教育の
NPOとエコ ･ツーリズム等の事業を開始している｡農
業協向組合による事業の多角的展開が経済効果を予想さ
せることから､地元の農業協同組合が自立的な地域経営
の主体の一つとして成長する可能性を認めることができ
る｡ ●
(2)Delta2000(LeaderII)による農村計画
フェラーラ低湿埠帯ではEUのコミュニティ･イニシ
ア テ ィブ､LEADER II(21)の活 動 非 営 利 団体
GAL(gruppoaziendalocale)として1994年にDelta2000
が設立された｡Delta2000を構成するのは､フェラーラ
県､フェラーラ低湿地帯のコムーネ連今 (iCommuni
delBassoFerrarese)､農業 ･職人企業 ･工業 ･商業に
関連する企業組合､フェラーラ商工会議所などであり､
地元ボランティアも活動に参加している｡
Delta200()の目的は､衰退農村における地域経営の多
角化と雇用の促進であり､地域の農生産物に対するプロ
モーションやマーケテイング､農村型観光を推進する｡
Delta2000は.PAL (地域行動計画/pianidiAzione
Locali)を策定するが､_Delta2000がイニシアティブを
とって策定するケース､中小企業や職人企業が計画を策
定し､Delta2000と連携を図ってこれを計画化するケー
スがある｡たとえば農業生産物に対する実験的プロジェ
クトとして伝統的なジュート栽培､ポー ･デルタ州立公
園内の淡水湿地で可能な半集約的漁業､汽水域における
水質浄化システムの形成等が予算化され､ジュート栽培
についてはアルマーニグループとの契約が成立すること
で事業として成功した｡
農村型観光については､エコ･ツーリズムの経営手法
に対するプロジェクトを実施し､地域の中小企業や職人
企業のこの分野への参入を推進している｡
(3)コマッキオ (Comacchio)汽水湖旧塩田における
LIFE-NATUREプロジェクト
Natura2000を進めるEUの環境資金LIFE,(2)を活用し､
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コマッキオ汽水湖の旧塩田再生計画が進められている｡
コマッキオ汽水湖には1984年まで塩田があり､塩田特有
のハビタットを形成していた｡しかし塩田が閉鎖され放
置されることで汽水湖内の水循環が悪化し､エロージョ
ンやエコ･トー ンの喪失により海岸線の植生が変化する
等､汽水湖内の生態系に変化が生じた｡このためLIFE
プロジェクトでは､コマッキオ汽水湖内の水塊境を改善
し､一部で塩田活動を再開し､営巣に必要な洲の整備を
行うことにより､汽水湖環境を保全 ･再生するプロジェ
クトを始めている｡
本計画では汽水湖の管理を継続的に実施するため塩田
のワイズユースが必要となるが､公園管理協会と環境教
育のNPOが中心となり､旧塩田を環境教育基地としてI
活用することが捷案された｡イタリア環境省はかねてか
ら旧塩田の生態的 ･景観的重要性について注目しその管
理について検討していたが､上記の提案を受けて地域の
管理にこれをゆだねることを決定し､旧塩田をコマッキ●
オ市に払い下げた｡
公園管理協会と地元のNPOを中心に､鉄筋コンクリ
ートの建造物を解体し､水環境や鳥相に負荷を与えない
農家建造物の再利用を図り､これを学習センターや宿泊
施設とする計画を策定している｡また､コマッキオ汽水
湖がラムサールサイトであることからLipu`23)による鳥
類に対するモニタリングシステムを確立し､一般ビジタ
ーの受け入れを進めている｡
3-5.パルコ政策における施策展開の特徴
パルコ政策が公園を基盤として施策を展開する背景に
は､次のような計画上の特徴がある｡
研究対象地域は条件不利地域の衰退農村であるが､公
園は､農地や林地等の地域環境を保護対象としており､
まず原則として､地域環境の保護が前面に打ち出される｡
次に条件不利地域における耕作地放棄を避けるため､公
園地域計画が農地をいったん建築不自由とした上で､計
画的な農地転用を実施し､環境保全 ･再生型の公共事業
を実施する｡これは基盤整備だけでなく､地域経営のモ
デル事業に及ぶ｡農業活動を通じた環境管理と農業従事
者の経営的多角化の両立が不可欠であることから集落協
定等の自主計画によりこれを進め､直接支払制度を有効
に活用する｡そして最後に保全 ･再生された環境の管理
主体､それらを有効利用する地域経営主体の形成を推進
し､これを多様化する｡
こうした計画構成がパルコ政策の特徴であり､これに
より一定の効果を発揮している｡
(14)
4.パルコ政策に対する評価
パルコ政策のもとで展開された施策･について､これら
を立体的に構成する環境保全 ･再生型の地域計画に対
し､1)公園による環境の保全と再生､2)公園地域計
画による農地の土地利用調整､3)直接支払制度による
環境管理､4)広域的なEUプログラムの展開と環境管
理主体の形成､という4つのポイントを指摘することが
できる｡ 以下にこの4点に対する分析と評価を行う｡
(1)公園による環境の保全と再生
まず直接的な農村的土地利用の保全技術として､公園
地域計画はラムサールサイトだけでなく広域的に農地を
保全の対象とした｡･公園対象地域約6万haの65%を占め
るプレ･パルコのほとんどが農地であるが､特に干拓農
の計画対象とした点に特徴がある｡干拓農地はそれ自体
では豊かな自然環境であるとは云えないが､これを ｢パ
ルコ｣とすることで､衰退農村を ｢湿地と人間生活との
共生｣の場として位置づけ､自治体は環境保全 ･再生型
の公共投資を集中した｡
｢パルコ｣が示す空間的概念は､IUCNによる
PARKSFORLIFEの理念を応用したものであると云え
上の実効性を与え､公園管理協会が地域の多様な主体と
連携して､環境保全 ･再生を目的とする事業を実施した
点である｡
本稿は ｢環境再生｣を､｢自然再生｣とは異なる概念
で使用している｡いったん喪失した湿地を復元 ･回復す
るという意味での生態的 ｢再生｣は､厳密には極めて難
しい｡しかし ｢湿地環境の再生｣は､湿地環境が持って
いた水質浄化や水の維持機能の ｢再生｣､また湿地と人'
間生活との共生の形である文化的景観の ｢再生｣という
意味において､地域の生態的､文化的価値を認識する重
要な概念である｡当初は湿地に限定されていた再生事業
は､現状では湿地内に残存する建造物やジュートなどの
伝統的農件物を含む地域景観全般を対象とするものにな
りつつあり､これはESDPが示す ｢持続可能な発展､自
然的 ･文化的遺産の管理 と保護｣(sustainable
development,prudentmanagementandprotectionod
natureandculturalheritage)の実現に向けた取り組み
に相当する｡
研究対象地域では､干拓農地で自然再生事業を実施し
た後に ｢パルコ｣を設定したのではなく､むしろ逆に
｢パルコ｣を設定した後に環境保全 ･再生型の事業を展
開した｡その意味で､｢パルコ｣が何を保全 ･再生しよ
うとしているのかを認識するプロセスは､地域自体が地
井上 :地域の持続的発展におけるパルコ政策の可能性
域資源の価値を評価するための内在的な契機を与えたと
考えることができる｡この点についてパルコ政策に関わ
ったチェルヴェラ-ティは､｢地域住民自体が自然環境
の保全と管理について熟考し､その方法を計画立案して
ゆくプロセスを通じて地域自身がその価値を明らかにす
る必要がある｣とパルコ政策を評価している｡
(2)公園地域計画による農地の土地利用調整
わが国の自然公園法におけるように､一般に公園計画
は土地利用規制として高い実効性を持つが､研究対象地
域における公園地域計画は､特別保護地区に対する土地
利用規制だけでなく､プレ･パルコを通じた土地利用調
整の働きをしている｡公園地域計画は土地所有者との合
意を図りつつ農地を事業区域と規制区域に再区分してお
り､プレ･パルコはいわば農地における事業区域と位置
づけられる｡地域計画に基づいて､一部の農地では観光
を目的とする開発事業が実施される｡この場合プレ･パ
ルコを中心に事業が展開され､農地の土地利用転換が積
極的に図られる｡しかし公園地域計画により環境保全を
担保した上で農地転用が実施されることから､開発事業
は､非計画的な開発を抑制した環境保全 ･再生型の事業
となり､農地の公共的利用を進めるものとなる｡
農業経営体は､公園地域計画による土地利用調整によ
って農地利用に対し一定の開発権を獲得しうるが､この
場合集落協定により環境管理に関するルールがあらかじ
め取り決められている (24)｡集落協定は公園管理協会と
いう公的主体が関与することにより法的効力が保辞され
る｡
また集落協定や環境管理計画による合意形成に基づい
た自主的な土地利用規制は､プレ･パルコ内農地の詳細
な土地利用計画として機能し､植生､.水系､土壌等を含
む､きめ細かい環境管理を可能とする｡
(3)直接支払制度による環境管理
直接支払制度は､農村地域発展計画を通じて公園政策
と連携することで､従来から実施されてきた個々の農業
経営体に対する所得補償であると同時に､新たに地域経
営の多様化プロセスを支える役割を担っている｡補償額
は条件不利地域ほど高く､また条件不利地域に対応する
補償も別途準備されていることから､研究対象地域では
財政的な支援システムは､地域経営において一定の結果
が出るまでの期間､農業従事者を保護するために不可欠
となっている｡
集落協定や環境管理計画に基づき､農業活動を通じた
恒常的な地域の環境管理を実施することは､地域の持続
的な発展に?ながる地域全体の問題であり､これによっ
て失われる所得に直接補償が実施されることには地域住
(15)
- 85-
民､特に都市住民の認知が必要である｡ゆえに農園内に
一般訪問者を受け入れ､農業従事者自らが農業の多面的
機能について説明する事業は､補償システムへの理解を
広め.る地域的事業としての役割を担っていると考えるこ
とができる｡
(4)広域的なEUプログラムの展開と環境管理主体の形成
環境保全 ･再生型事業によりラムサールサイトの環境
が改善され､その重要性が高まることで環境教育やエ
コ･ツーリズムを目的とすろ学生やビジター､国際会議l
の開催による専門家の来訪の機会が増える｡また地域の
環境的質が向上し､公園のブランド化を困ることにより
農生産物も高付加価値で販売が可能となり地域経営の安
定が促進されるという､環境管理と地域経営の相乗効果●
がある｡･こうした状態を効率的に作り出すために､研究
対象地域で採用される計画技術には､環境管理主体ある
いは地域経営主体の形成があらかじめ具体的な形で想定
されている｡
プ･レ･パルコを中心に実施されるEUコミュ土ティ･
イニシアティブや環境プログラムは∴環境管理主体ある
いは地域経営主体の形成を目的の一つに組み込んでい
る｡Wetlandsでは事業計画策定 ･実施プロセスにおいI
て地域の多様な主体間でのパートナーシップが図られ､
Leaderでは地域の産業従事者がNPOを設立して農村計
画を策定することで､多様な主体による地域経営への参
画が,促進され､LIFEではワイズユースの主体を,環境教
育への参加者とすることで､恒常的な利用による参加型
の汽水湖管理を想定している｡これらはそれぞれ､湿地
管理や農村型観光の推進等､各プログラムの目的を追及
する過程で実施される協議や事業計画の策定を通じて主
体形成を促す｡すなわち環境管理や地域経営に対し､基
礎自治体､地方公共団体､NPO､傘業､地域住民<soci0-
号COnOmicplayer>等､･地域の多様な主体が水平的ネッ
トワークを形成しながら政策決定に直接関わることがで
きる地域のあり方を､地域計画を通じて具現化している｡
上記のように､地域の環境管理や地域経営に多様な主
体の関与が促進される状態では､計画間の調整や､地域
主体間の利害調整が困難となることが予想されるが､研
究対象地域では公園地域計画が諸計画を､公園管理協会
が主体間について､環境保全 ･再生の視点からそれぞれ
整理を行っているものと考えられ､この中間的な主体の
存在が､地域計画の総合的な実践を可能としていると言
うことができる｡
5.結語
本稿では､研究対象地域がパルコ政策の地域計画的利
-86- 生活科学研究誌 ･Vol.1(2002)
用を通じてどのように環境管理を実現し地域経営の多様
化を図ったかを検討し､そこで注目しうる点について指
摘してきた｡
研究対象地域においては､1)地方自治体がパルコ政
策に強い実効性を持たせ､環境保全 ･再生型の公共事業
を実施した､2)プレ･パルコを活用した土地利用調整
は農村的土地利用の多様化を可能とし､農地において環
境保全 ･再生型の事業計画が進め.られた､3)2)を実
施する過程に､環境管理主体および地域経営主体の形成
という目的をあらかじめ取り込み､その実現を図った､
という3点に注目できる｡
上記の白点を実施する過程において､公園管理協会を
核として基礎自治体､NPO､農業協同組合､産業団体
などが協議を行い､集落協定や環境管理計画を策定して
これを公園地域計画と連動させることで､･地域づくりに
おける環境管理主体や地域経営主体の意思決定が強い実
効性を持ちえ､主体的な環境管理を地域経常の新たな手
法に結びつけた｡
フェラーラ低湿地帯では従来から国土計画に基づく干
拓事業や産業拠点開発が実施されてきたが､地域計画が
地域の経営 ･管理に関する権限を獲得した後には､これ
を都市を支える重要な地域環境として認識し､保全 ･再
生の対象とへと切り替えた｡この転換には､パルコ政策
の先見性がある｡またエミリア･ロマ-ニヤ州が都市ス
プロールを抑制して多極分散的な中小都市連携の効率性
を維持し､地域の持続的発展を達成する目的で､広域平
野部における積極的な環境保全･再生型の地域計画を採
用した点についても高く評価することができる｡フェラ
ーラ低湿地帯と中小都市連携という構造は相関的に地域
内の空間バランスを図っている｡現状ではアドリア海沿
岸部の湿地環境は生物多様性保護のEU規則によって開
発規制され､EU領域内の国境を越える地域計画が展開
される中で､より広域的な視点からのフェラーラ低湿地
帯の地域像が提示されつつある｡
わが国においても､地域の持続的発展という広域的問
題から中小都市と中山間地域の関係を見直し､その中で
農村的土地利用の多様化による地域経営の手法を検討し
てゆく必要がある｡研究対象地域にみられるように､自
然公園の普通地域に戟略的に農地を取り込む手法や､農
業農村整備事業等で設定される環境創造区域及び環境配
慮区域による環境管理の可能性がある｡また中山間地域
等直接支払制度による直接補償の要件に由しては､現状
の国土保全や水源滴菱を図るという位置づ竹に留めず､
集落協定の可能性や環境管理主体あるいは地域経営主体
の形成を念頭に入れ､その活用手法については地域が独
(16)
臼に検討を進めることが重要である｡
中山間地域の保全やそこでの地域経営に対する問題
は､地域における自然環境や文化的環境を再評価し､こ
れらを有効利用してゆく中に解決に向けた契機があると
考えられ､その実現を目指す地域計画技術の採用を検討
してゆく必要がある｡
補注
(1)参考文献12)によれば､EU委員会がまとめた.
｢EU内のサステナブル都市開発のための行動計画
骨子｣は都市こそが欧州経済の原動力であり､雇
用の創出や環境問題の解決により質の高い生活を
市民に提供する中心的な役割-を担うとしている｡
(2)EU加盟国による非公式の閣僚会議により1999年に
最終合意されたEUの空間計画｡参考文献2)参照｡
(3)参考文献13)によれば､1950年代には約60であっ
たヨーロッパの自然公園は1995年に600を越え､う
ち40%がここの10年間に設立されたが､そのほと
んどが州レベル (Regione,Lander)の自然公園で
ある｡
(4)イギリスは1930年代の終りに最初の国立公園を設
立しているが､この時人間の居住地域､特に農村
を含む公園を設立した｡イギリスでは公園概念に
歴'史的に営まれてきた人間生活が含有され､こう
した公園概念は､フランス､イタリアにも見られ
る｡さらにIUCNは､自然に対する人間生活の影
響が強いヨーロッパを対象に､PARKSFOR
LIFEの概念を提唱し､自然と人間の共生の形を景
観の観点から保護対象とした｡
(5)石川県加賀市､片野鴨池 (10ha)はその代表的な
事例である｡
(6)1994年のEUのデータによると一人当たりのGDP
はハンブルグが最も高く､エミリア ･ロマ-ニヤ
州はバイエルン州と並び8番目に高い｡なおイタリ
アではロンパルディーア州が最も高 く､エ ミリ
ア ･ロマ-ニヤ州は2番目に高い｡参考文献14)参
照 ｡
(7)参考文献15) によれば､イタリアにおける従業
員250名までの中小企業は全企業数の71.4% (日本
71.4%)であり､うち従業員が1人～9人が23.3%､
10人～49人が29.2%､50人から249人が18.9%で､
50人までの中小企業が重要な役割を担っているこ
とが解る｡
(8)フランコ･フアリネッリは､参考文献16)におい
て､ロンドンとフェラーラ低湿地帯のこの関係は､
井上 :地域の持続的発展におけるパルコ政策の可能性
世界の金融市場の中心とその投機対象である周縁
とい う関 係 に お い て ､ 地 域 が 非 物 質 化
(smaterializazzione)した時代を象徴し､都市と
農村あるいは都市民と農民という直接的な関係が
喪失する危機であったと分析している｡
(9)エミリア ･ロマ一二ヤ州の ｢州立公園および自然
保護地区法｣は州立公園を､｢自然､･歴史一文化､
景観､科学などの観点から評価できるその地域の
複合的な特徴が､人間生活や経済発展だけでなく､
自然環境や自然資源の保全および回復の必要性も
尊重する方法で､統一的な有機体として機能して
いる地域系 (sistemiterritoriali)｣と定義してい
る｡
(10)保護地区内においても､干拓管理協会等の財団が
所有する以外の農地は私有地である｡
(ll)ヒヤリングは､1996年2月から2001年秋まで断続的
に実施した｡ヒヤリングの対象は､エミリア ･ロ
マ一二 ヤ州環境 ･地域計画省公園課 (Stefano
Corazza) ､エ ミリア ･ロマ-ニヤ州農業省
(Marchesi)､フェラーラ県農業課 (Gabriale
Ghetti)､フェラーラ県地域計画課 (MorenoPo)､
ポー.′･デルタ州立公園管理協会(LucilaPreviati､
GloriaMinareli)､農業協同組合 (ソルジェ-ヴァ､
ラモーネ､サン･アルベル ト･エ ･メッザ-ノ)､
個人土地所有者である｡
(12)事業資金は40haで600,(氾OEcuである.
(13)EEC2081/92に基づく､DOP(laDenominazionedi
Origine Proteta:原産地保証)やIGP(Indicazione
GeograBcaProtetta:保護地区表示)があるI.
(14)1257/99に基づき､農村地域発展計画において湿
地管理に対し支払われる直接補償は､一般的な農
地で520Euro/ha/年､平野部で600Euro/ha/年､
丘陵部で420/Euro/ha/年である｡
(15)環境保全型農業では集約的農業を行う.ことができ
ず､むしろ粗放化を推進し､林地 ･湿地の復元を
実施するため､生産活動による所得は減少する｡
(16)直接支払制度により保護もしくは保全される自然
景観､半自然景観､農業景観は､地域景観計画に
よる第17項､34項 (湖沼､水系､干拓水路)､同じ
く第28項 (表面水､地下水)､第30項 (公園､自然
保護地区)､第19項､第25項 (自然景観保存地区)0
(17)79/49(EEC)は鳥に関する保護指令､92/43(EEC)は
生物多様性に関する保護指令である｡
(18)参考文献17)参照｡
(19)コミュニティ･イニシアティブのうち､Interreg
(17)
- 87-
はESDPの実現を目指すプログラムでありEU領域
内の均等な発展を目的として実施される､クロス
ボーダー､ トランスナショナル､インターリージ
ョナルな地域計画｡ⅠnterregIIcは2000年まで実施
されたが､2000年以降はInterregIIIBがこれをひ
きついでいる｡
(20)湿地のワイズユースとは､農業や漁業に湿地の機
能を活かし､湿地を持続的に利用しながら保全す
ることをいう｡たとえば､生態容量に見合った漁
業や生物多様性を活かしたエコ･ツーリズム等が
これに該当する｡湿地の持つ水の維持機能や気候
安定への影響は農業活動に重要な役割を果たして
おり､逆に農地からの排水やこれによる地下水位
の上昇は湿地にダメージを与える｡環境保全型農
業では､湿地環境を農業活動に有効利用すること
ができ､また湿地に負荷を与えない農業を行うこ
とができる.こう･したことからWe.tlandsでは.'
自治体がシンポジウム等の協同研究や啓蒙活動を
行い､公園管理協会と農業協同組合が湿性草原の
再生を目的とした農地の掘削､水位調整､植物の
蒔種を実施し､また地域経営に対してはNPOが湿
地を使った環境教育やエコ･ツーリズムのセミナ
ーを実施するなど多様な主体が協働して様々な試
みを行なった｡
(21)農村地域の発展を対象とし､EU内の農村連携を形
成するプログラム｡2000年以降はLEADER+0
(22)LIFEはL'instrumentfinancierpourlEnvironnement
の略であり､LIFEEnvironmentとLIFENature
の2種類がある｡LIFE･Natureは､92/43(EEC)
および79/409(EEC)に基づき､Natura2000の重
要ハビタットを保護するためのプロジェクトであ
る｡
(23)イタリア野鳥の会
(24)農村型観光の先進地域である トスカ-ナ州では､
農村型観光の開発から丘陵地において実質的な耕
作放棄が進み､また市街地近郊の農地においては
観光用宿泊施設等の建築行為による市街化が拡大
している｡このような事態を回避するためには､
開発に関する一定のルールを土地所有者自身が決
める必要がある｡
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地域の持続的発展におけるパルコ政策の可能性
井上典子
要旨 :.わが国の国土計画は､｢多目然居住地域｣の形成を提唱している.地域の持続的発展を目的とするバランスのと
れた土地利用を実現するためには､環境保全型農業等を活用した地域の環境管理が図られる必要がある｡しかし実際に(
は都市スプロールや農業市場の自由化は農村の荒廃や農業活動の衰退を誘発しており､これらを抑制するためには､生
態的､社会 ･経済的観点から農村発展を進める計画システムが準備されるや要がある.
本稿は､イタリア､土ミリア ･ロマ-ニヤ州､フェラーラ低湿地帯の条件不利地域干拓農地において実施されるパル
コ政策について分析することを意図している｡パルコ政策は新しいタイプの公園システムであり､荒廃した農村におい
て環境の再生を中心とした事業を展開し､また自治体､NPO､地域住民の水平的ネットワークを形成することで､地
域における自然的､文化的資産の管理を進めている｡
(18)
